
令和７年６月１０日

第４回岩美町議会定例会議案

説 明 資 料

岩 美 町
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消防ポンプ積載車購入事業・物品売買仮契約書 

発注者  岩美町長  長戸清（以下「甲」という。）と、受注者  株式会社  吉谷

機械製作所  取締役社長  吉谷勇一郎（以下「乙」という。）は、消防ポンプ積載

車（以下「物品」という。）の購入について、次の条項により売買仮契約を締結す

る。  

（契約の内容）  

第１条  契約の内容は、次に掲げるとおりとする。

（１）  売買物品及び数量  

消防ポンプ積載車  ３台  

（うち２台可搬消防ポンプ含む）  

軽自動車（デッキバンタイプ）  

 ４人乗（４ＷＤ  Ａ／Ｔ車）  

（２）  特別仕様及び付属品  

別紙仕様書のとおり  

（３）契約金額  金２１，５０５，０００円  

 （うち消費税及び地方消費税額  １，９５５，０００円）  

（４）契約保証金  免除  

（５）納入期限   令和８年２月２７日  

（６）納入場所   岩美町役場  

（権利義務の譲渡等）  

第２条  乙は、この契約によって生ずる債務の履行を第三者に委託し、またはこ

の契約によって生ずる権利及び義務を第三者に譲渡してはならない。

（納入検査等）  

第３条  甲は、第１条に掲げる物品の納入があった時は、ただちに乙の立会いの

もとにこれを検査するものとする。  

２  前項の検査の結果、不合格となった物品については、乙はこの契約の期間内

または甲の指定する期間内にこれを引換え、改めて甲の検査を受けるものとす

る。  

３  物品の納入及び納入場所までの運搬等に要する経費は乙の負担とする。

（法に基づく事務手続）  

第４条  乙は、物品の納入にあたって、あらかじめ必要となる検査・登録等の手

続きを行うものとする。  

２  前項の手続きに要する費用について請求があったときは、甲は乙に対して支

払うものとする。  

（所有権の転移）  

第５条  物品の所有権は、第３条による検査の結果に合格し、乙が当該物品を甲

に引き渡したときに移転するものとする。  

２  納入検査完了以前に生じた物品の滅失、毀損、変質その他一切の損害は、す

㊢印

紙

20,000円 
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べて乙の負担とする。ただし、甲の責めに帰する場合はこの限りではない。

（契約金額の支払い）  

第６条  甲は、物品の検査を完了し、完納されたことを確認した後、乙の適法な

請求書を受理したときは、その日から３０日以内に乙に契約金額を支払うもの

とする。  

（納期の延期）  

第７条  乙は、その責に帰することができない理由または正当な理由により、履

行期間内に物品を納入する見込みがないときは、あらかじめ甲に対し、その理

由を付して履行期間の延長を求めることができる。ただし、その延長日数は甲

乙協議のうえ、これを定めるものとする。

（履行遅延の場合における違約金）  

第８条  乙は、その責に帰する理由により、履行期間内に物品を納入することが

できないときは、その理由を付して履行期間延長願を甲に提出しなければなら

ない。  

２  前項の場合においては、甲は、履行期間経過後に完了する見込みがあると認

めたときは、違約金を付して履行期間を延長することができる。

３  前項の違約金の額は、契約金額から既納部分に対する相当額を控除した額に

対して延長日数に応じ、年利２．５％の割合を乗じて計算した額とする。  

４  乙は、甲の責に帰する理由により、第６条の規定による契約金額の支払いが

遅延した場合には、年利２．５％の割合で遅延利息の支払いを請求することが

できる。  

（違約金の相殺）  

第９条  前条第２項の違約金は、乙に支払う代金と相殺することができる。

（契約の解除）  

第１０条  次の各号の一に該当するときは、甲は、この契約の全部または一部を

解除することができる。  

（１）  特別の理由なくして、乙が期限内に契約物品を納入しないとき。  

（２）  この契約の締結または履行に関して、乙またはその代理人もしくは使用人

に不正行為があったとき。  

（３）  甲において、乙が期限内に契約を履行することができないと認めたとき。  

（４）  甲の都合により、解約の要を生じたとき。  

（５）  乙が破産宣告を受け、または住居不明となったとき。  

（６）  その他契約条項に違反したとき。  

２  前項第１号から第３号および第６号の規定により、この契約が解除されたと

きは、乙は契約金額の１０分の１に相当する損害金を甲に支払わなければなら

ない。  

（保証期間）  

第１１条  保証期間はメーカー保証書に定める期間とする。  

２  前項の期間経過後であっても、設計工作及び材料の不良による不都合が発生
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した場合は、乙は無償で交換又は修理を行うものとする。  

（契約費用の負担）  

第１２条  この契約の締結に要する費用は、乙の負担とする。

（契約外の事項）  

第１３条  この契約に定めのない事項については、法令並びに岩美町財務規則（昭

和６２年岩美町規則第１号）によるほか、必要に応じて甲乙協議して定めるも

のとする。  

（本契約）  

第１４条  この仮契約は、議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に

関する条例（昭和３９年岩美町条例第２０条）の規定による議会の議決があっ

た日をもって本契約が成立したものとする。甲はその旨をすみやかに乙に通知

するものとする。  

 上記の契約を証するため、本書２通を作成し、記名押印のうえ各自その１通を

保有する  

令和７年５月２２日  

（発注者）甲  鳥取県岩美郡岩美町大字浦富 675 番地１  

岩美町長   長戸  清      印

（受注者）乙  鳥取県鳥取市古海３５６番地１

株式会社  吉谷機械製作所

 取締役社長  吉谷  勇一郎 ㊞
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消防ポンプ積載車購入事業

入札参加業者一覧  

業者名 所在地

㈱吉谷機械製作所 鳥取県鳥取市古海３５６番地１

㈲岩谷ポンプ 鳥取県倉吉市越中町１７４０番地８

松谷ポンプ㈱ 鳥取県鳥取市千代水４丁目９３番地
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物 品 売 買 仮 契 約 書 

 発注者 岩美町（以下「甲」という。）と受注者 令和７年度鳥取県公立学校における

１人１台端末の整備（ｉＰａｄ）に係るＮＴＴ西日本・ＮＴＴ・ＴＣリース共同企業体

（以下「乙」という。）とは、下記物品（以下「物品」という。）の購入について、次の

条項により売買仮契約を締結する。 

（売買物品） 

第１条 売買物品の品名、数量等 

品名 仕様 数量 

岩美町立学校タブレット端末 Apple iPad 730台 

仕様の詳細は別紙「岩美町立学校タブレット端末調達仕様書」のとおり。 

（機器の設定） 

第２条 乙は、別紙「岩美町立学校タブレット端末調達仕様書」により、物品の納入、

機器の設定及び操作方法の説明を行うものとする。 

２ 乙は、機器の欠陥等、甲に責任を帰さない理由により物品が正常に使用できない場

合は、速やかに正常な状態に回復しなければならない。 

（売買代金） 

第３条 売買代金は、金 39,310,590円 

（うち取引に係る消費税及び地方消費税の額 金 3,573,690円）とする。 

（納入期限及び場所） 

第４条 物品の納入期限及び場所は、次のとおりとする。 

（１） 納入期限  令和８年３月３１日 

（２） 納入場所  岩美町立岩美北小学校、岩美町立岩美西小学校、 

岩美町立岩美南小学校、岩美町立岩美中学校 

（検 収） 

第５条 乙は、第１条の物品の納入（機器設定を含める）が完了したときは、直ちに甲

に納品書を提出し、立会いのうえ甲の検査を受けなければならない。 

２ 乙は、前項の検査に立ち会わない場合は、検査の結果について異議を申し立てるこ

とができない。 

３ 甲の第１項の検査は、乙が納品書を提出した日から、特別の理由のない限り１０日

以内に完了するものとし、その期間内に検査を完了しないときは、その遅延日数は、

第１１条の支払の約定期間から差し引くものとする。 

（検査の費用負担） 

第６条 物品の納入及び検査場までの運搬等に要する費用並びに検査によって変質、変

形、消耗したものは、すべて乙の負担とする。ただし、それが甲の重大な過失に基づ

くときはこの限りでない。 

○写
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（物品の引渡） 

第７条 乙は、物品が第５条第１項の検査に合格したときは、当該物品を甲に引き渡さ

なければならない。 

（所有権の移転） 

第８条 物品の所有権は、乙が当該物品を甲に引き渡したときに移転するものとする。 

２ 前項の所有権移転前に生じた物品の亡失、き損等は全て乙の責任とする。ただし、

それが甲の重大な過失に基づくときはこの限りでない。 

（契約保証金） 

第９条 契約保証金は、免除する。 

（物品の引換え） 

第１０条 第５条の検査の結果、不合格となった物品については、乙は、この契約の期

間内又は甲の指定する期間内にこれを引換え、更に同条の手続きにより検査を受けな

ければならない。 

２ 前項による物品の引換え及び検査に要する一切の費用は、乙の負担とする。 

（対価の支払い） 

第１１条 甲は、物品の所有権移転完了後において、乙から正当な請求書を受理した日

から３０日以内に代金を乙に支払うものとする。万一、その期間内に支払いを完了し

ないときは、乙は、未払金額に対し、遅延日数１日につき年２．５パーセントの遅延

利息を甲に請求することができる。 

（委託及び譲渡の禁止） 

第１２条 乙は、この契約によって生ずる債務を第三者に委託し、又はこの契約によっ

て生ずる権利及び義務を第三者に譲渡してはならない。 

（納期の延期） 

第１３条 乙が天変地変その他真にやむを得ない原因のため契約期限内に物品を納入す

ることができないときは、甲は乙の申請により相当の期間延長を承認することができ

る。 

（履行遅延による違約金） 

第１４条 乙が契約期間内又は前条及び第１０条の期間内に完納しなかった場合は、甲

は遅延日数１日につき、契約金額から既納部分に対する相当額を控除した額に対し、

年２．５パーセントの率で計算した額を違約金として乙から徴収するものとする。 

（違約金の相殺） 

第１５条 前条の遅延違約金は、乙に支払う代金と相殺することができる。ただし、こ

のうえ損害があるときは、乙は、甲に対しその損害に相当する金額の損害賠償の責に

任ずるものとする。 
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（甲の解除権） 

第１６条 次の各号の一に該当するときは、甲はこの契約の全部又は一部を解除するこ

とができる。 

（１） 特別の理由なくして乙が期間内に契約物品を納入しないとき。

（２） 契約の締結又は履行関して、乙又はその代理人若しくは使用人に不正の行為

があったとき。

（３） 甲において乙が期間内に契約を履行することができないと認めたとき。

（４） 正当な理由がなく甲の指揮監督に従わないとき。

（５） 乙が破産の宣告を受け、又は居所不明となったとき。

（６） その他契約条項に違反したとき。

２ 前項第１号から４号まで及び第６号の場合においては、甲は、損害金として契約金

額の１０分の１に相当する金額を乙から徴収することができる。 

（品質保証期間） 

第１７条 保証期間については、所有権移転の日から起算して１年間とする。ただし、

保証書等で、１年間を超える定めのあるものについては、その期間による。 

２ 前項の期間において甲の責に起因する損傷及び消耗以外で、製品の欠陥により起き

た部品の損傷については、すべて乙の負担において修理し、若しくは新品と取り替え

るものとする。 

（約定外の協議） 

第１８条 この契約書に定めのない事項については、必要に応じて甲・乙協議のうえ定

めるものとする。 

（本契約の締結） 

第１９条 甲、乙両者は、この契約が議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処

分に関する条例（昭和３９年岩美町条例第２０号）第３条の規定による岩美町議会の

議決を得たときは、これを本契約とみなすものとする。 

  上記の契約締結を証するため、本契約書２通を作成し、両者、記名押印のうえ、各

自その１通を保有する。 

令和７年５月２７日 

甲 鳥取県岩美郡岩美町大字浦富６７５番地１

岩美町長  長戸 清 □印 

乙 令和７年度鳥取県公立学校における１人１台端末の

整備（ｉＰａｄ）に係るＮＴＴ西日本・ＮＴＴ・Ｔ

Ｃリース共同企業体

代表者 鳥取県鳥取市湯所町二丁目２５８番地

西日本電信電話株式会社鳥取支店 

支店長  小川原 秀哉   ㊞
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,
5
0
0
千
円
×
7
.
5
/
1
0
0

林
道

維
持

修
繕
事
業

1
8
0

1
8
0

事
業
費
　
1
,
2
0
0
千
円
×
3
0
/
1
0
0
×
5
0
/
1
0
0

ふ
る

さ
と

岩
美
ま
ち
づ
く
り
寄
附

金
1
0
0
,
0
0
0

1
0
0
,
0
0
0

ふ
る
さ
と
納
税
　
3
,
5
0
0
件

合
計

1
0
1
,
9
6
6

1
0
1
,
9
6
6
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令
和

７
年

度
  
一

般
会

計
６

月
補

正

普
通

建
設

事
業

費
補

助
事

業
費

(単
位

：
千

円
）

国
9
8
0

県
7
7
6

国
1
9
4
,2

7
1

県
2
,0

6
4

国
4
2
,9

4
8

1
,2

0
0

1
/
2

林
道

院
内

線
水

路
路

肩
修

繕
6
0
0

4
2
0

林
道

維
持

修
繕

事
業

1
,2

0
0

1
,2

0
0

県県 国
4
,3

8
0

5
,4

4
3

町
営

住
宅

環
境

改
善

事
業

9
,8

2
3

9
,8

2
3

国
1
4
,3

7
7

4
,2

2
3

2
8
,7

5
4

5
.0

/
1
0

2
9
,6

0
0

児
童

セ
ン

タ
ー

ア
ク

セ
ス

道
路

整
備

事
業

4
8
,2

0
0

4
8
,2

0
0

計
4
5
9
,5

7
3

9
9
,1

6
0

5
5
8
,7

3
3

寄
1
8
0

1
9
,3

1
8

新
設

9
,8

2
3

1
/
2

町
営

住
宅

感
震

ブ
レ

ー
カ

ー
取

付
工

事

5
.6

5
/
1
0

6
.0

/
1
0

6
.2

1
5
/
1
0

補
助

率
計

3
4
2
,9

0
0

一
般

財
源

そ
の

他
の

特
定

財
源

地
　

方
　

債

分
　

担
　

金
国

  
県

支
出

金

国

予
  
算

  
投

  
資

  
的

  
事

  
業

負
　

担
　

金

寄
　

附
　

金

備
　

　
考

区
　

　
分

当
　

初
予

算
額

補
　

　
助

基
 本

 額

財
　

　
源

　
　

内
　

　
訳

補
正

額

町
道

新
設

改
良

事
業

1
3
1
,5

1
3

8
9
,3

3
7

2
2
0
,8

5
0

8
1
0

7
,2

6
4

1
3
1
,5

8
6

合
併

処
理

浄
化

槽
設

置
補

助
　

4
基

合
併

処
理

浄
化

槽
設

置
整

備
事

業
3
,5

5
0

3
,5

5
0

1
/
3

1
/
2

1
,7

9
4

国
　

2
,9

4
0

県
　

1
,5

5
2

児
童

セ
ン

タ
ー

整
備

事
業

2
7
4
,3

0
0

2
7
4
,3

0
0

4
2
,9

4
8

本
体

工
事

、
外

構
工

事
等

2
3
1
,3

0
0

5
2

国
基

準
額

の
上

限

6
8
8

1
2
2

8
1
0

8
.5

/
1
0

町
行

造
林

事
業

8
1
0

間
伐

　
5
h
a

8
2
,0

0
0

5
8
,2

0
0

4
7
,2

5
4

1
1
3
,1

9
6

測
量

設
計

、
舗

装
修

繕
、

側
溝

改
良

、
橋

梁
修

繕
等

寄
1
8
0
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普
通

建
設

事
業

費
単

独
事

業
費

(単
位

：千
円

）

防
災

行
政

無
線

及
び

情
報

連
絡

施
設

管
理

運
営

費
7,

64
2

7,
64

2
7,

00
0

64
2

J
ー

ア
ラ

ー
ト

機
器

更
新

役
場

庁
舎

昇
降

機
更

新
事

業
26

,5
87

26
,5

87
26

,5
00

87
耐

震
化

及
び

制
御

装
置

等
更

新

情
報

通
信

施
設

管
理

運
営

事
業

18
,8

76
18

,8
76

諸
1,

30
9

17
,5

67
電

柱
支

障
移

転
対

応
工

事
、

ケ
ー

ブ
ル

テ
レ

ビ
等

引
込

工
事

交
通

安
全

施
設

整
備

事
業

50
0

50
0

繰
30

0
20

0
カ

ー
ブ

ミ
ラ

ー
、

区
画

線
等

設
置

児
童

セ
ン

タ
ー

整
備

事
業

21
,2

00
21

,2
00

21
,2

00
本

体
工

事
施

工
管

理
費

、
用

地
取

得
費

農
業

用
機

械
等

整
備

支
援

事
業

31
,0

97
31

,0
97

県
20

,7
31

10
,3

66
62

,1
94

1/
3

コ
ン

バ
イ

ン
、

菌
床

製
造

設
備

等
整

備
補

助

単
町

耕
地

事
業

1,
05

0
1,

05
0

県
52

5
繰

52
5

1,
05

0
1/

2
農

道
修

繕
、

水
路

改
良

民
間

宅
地

造
成

（橋
り

ょ
う

整
備

）助
成

事
業

10
,0

00
10

,0
00

10
,0

00
橋

り
ょ

う
整

備
助

成

町
道

新
設

改
良

事
業

6,
70

0
6,

70
0

4,
00

0
寄

41
2

2,
28

8
舗

装
修

繕

町
道

陸
上

中
央

線
改

良
事

業
63

,0
00

63
,0

00
63

,0
00

落
石

防
護

柵
等

設
置

、
斜

面
掘

削
等

消
防

施
設

の
維

持
管

理
及

び
充

足
3,

00
0

3,
00

0
3,

00
0

大
谷

地
内

、
新

井
地

内
消

火
栓

移
設

工
事

消
防

ポ
ン

プ
積

載
車

購
入

事
業

23
,0

01
23

,0
01

22
,8

00
20

1
消

防
ポ

ン
プ

積
載

車
更

新
　

3台

災
害

応
急

復
旧

事
業

2,
30

0
2,

30
0

県
40

0
1,

90
0

80
0

1/
2

各
小

学
校

空
調

設
備

更
新

事
業

7,
28

6
7,

28
6

繰
5,

00
0

2,
28

6
空

調
設

備
更

新

各
小

学
校

屋
内

運
動

場
空

調
設

備
設

置
検

討
事

業
4,

02
6

4,
02

6
県

2,
01

3
繰

2,
00

0
13

4,
02

6
1/

2
空

調
設

備
設

置
検

討
業

務

岩
美

南
小

学
校

高
圧

ケ
ー

ブ
ル

更
新

等
事

業
8,

24
5

8,
24

5
7,

30
0

94
5

高
圧

ケ
ー

ブ
ル

更
新

、
気

中
開

閉
器

更
新

岩
美

南
小

学
校

ス
ク

ー
ル

バ
ス

更
新

事
業

22
,1

12
22

,1
12

22
,1

12
中

型
バ

ス
車

両
　

1台

岩
美

中
学

校
空

調
設

備
更

新
事

業
3,

25
1

3,
25

1
繰

3,
00

0
25

1
空

調
設

備
更

新

コ
ミ

ュ
ニ

テ
ィ

ー
セ

ン
タ

ー
改

修
事

業
1,

27
6

1,
27

6
1,

27
6

小
田

地
区

公
民

館
研

修
室

空
調

設
備

更
新

備
　

　
　

考
補

助
率

財
　

　
　

　
源

　
　

　
　

内
　

　
　

　
訳

国
  

県
支

出
金

地
　

方
　

債
分

　
担

　
金

そ
の

他
の

特
定

財
源

寄
　

附
　

金

補
　

 　
助

基
 本

 額
一

般
財

源
計

区
　

  
　

分
当

　
初

予
算

額
補

正
額

負
　

担
　

金
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普
通

建
設

事
業

費
単

独
事

業
費

(単
位

：千
円

）

備
　

　
　

考
補

助
率

財
　

　
　

　
源

　
　

　
　

内
　

　
　

　
訳

国
  

県
支

出
金

地
　

方
　

債
分

　
担

　
金

そ
の

他
の

特
定

財
源

寄
　

附
　

金

補
　

 　
助

基
 本

 額
一

般
財

源
計

区
　

  
　

分
当

　
初

予
算

額
補

正
額

負
　

担
　

金

岩
井

コ
ミ

ュ
ニ

テ
ィ

セ
ン

タ
ー

整
備

事
業

84
,5

97
84

,5
97

75
,3

00
9,

29
7

解
体

工
事

、
本

体
工

事
実

施
設

計
等

諸
1,

30
9

繰
10

,8
25

国
19

4,
27

1
諸

1,
30

9

県
25

,7
33

繰
10

,8
25

寄
41

2
94

,5
97

34
5,

74
6

県
23

,6
69

71
0,

72
2

19
3,

75
7

90
4,

47
9

計
25

1,
14

9

合
　

　
　

計
10

1,
74

9

22
7,

10
0

寄
59

2
57

0,
00

0

82
,4

31
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